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東日本大震災への税制上の対応（市町村税関係 第一弾） 

 

個人住民税 

○雑損控除の特例 

 ・住宅や家財等に係る損失の雑損控除について、平成２３年度住民税での適用を可能とする。 

 ・繰越し可能期間を５年とする（現行３年）。 

 

○被災事業用資産の損失の特例 

 ・２２年分所得の計算上、被災事業用資産の損失の必要経費への算入を可能とする。 

  （※所得税の措置の自動影響） 

 ・被災事業用資産の損失による純損失について、繰越し可能期間を５年とする（現行３年）。 

     保有資産に占める被災事業用資産の割合が１割以上である場合には、被災事業用資産以外の 

損失も含めて、現行３年の繰越しが可能な純損失について、繰越期間を５年とする。 

 

○住宅ローン減税の適用の特例 

 ・住宅ローン控除の適用住宅が、東日本大震災により滅失等しても、平成２５年度分住民税以降 

の残存期間の継続適用を可能とする。 

 

○財形住宅・年金貯蓄の非課税 

  ・平成２３年３月１１日から平成２４年３月１０日までに行われた財形住宅・年金貯蓄の大震災 

による目的外の払戻しについて、利子等に対する遡及課税を行わないこととする。 

  （※所得税の措置の自動影響。既に課税されたものについては還付する規定を整備） 

 

法人住民税 

○法人住民税における減免措置 

 ・阪神・淡路大震災時には実施しなかった法人住民税の災害減免について、地方税の規定に基づ 

き各市町村の条例の定めることにより、適切に対応。 

※法人税における措置がなされれば自動影響するもの 

 ・被災代替資産等の特別償却 

 ・特定の資産の買換えの場合の課税の特例 

 ・買換え特例に係る買換資産の取得機関等の延長 

 

固定資産税・都市計画税 

○津波により甚大な被害を受けた区域内の土地及び家屋に対する平成２３年度分の課税免除 

 ・津波により甚大な被害を受けた区域として市町村長が指定する区域内に所在する土地及び家屋 

について、平成２３年度分の課税を免除する。 

 

○被災住宅用地の特例 

・大震災による災害により滅失・損壊した住宅（被災住宅）の敷地の用に供されていた土地（被 

災住宅用地）を被災後１０年度分については、当該土地を住宅用地とみなす（※）。 

※住宅用地とみなされた場合には、固定資産税・都市計画税が軽減される。 
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○被災代替住宅用地の特例 

・被災住宅用地の所有者等が当該被災住宅用地に代わる土地（被災代替土地）を平成３３年３月 

３１日までの間に取得した場合には、当該被災代替土地のうち被災住宅用地に相当する分につ 

いて、取得後３年度分、当該土地を住宅用地とみなす（※）。 

※住宅用地とみなされた場合には、固定資産税・都市計画税が軽減される。 

 

○被災代替家屋の特例 

・大震災による災害により滅失・損壊した家屋（被災家屋）の所有者等が当該被災家屋に代わる

家屋（被災代替家屋）を平成３３年３月３１日までの間に取得し、又は改築した場合には、当

該被災代替家屋に係る税額のうち当該被災家屋の床面積相当分について、４年度分２分の１、

その後の２年度分３分の１を減額する。 

 

○被災代替償却資産の特例 

・大震災による災害により滅失・損壊した償却資産の所有者等が当該償却資産に代わる償却資産 

を平成２８年３月３１日までの間に、被災地域において取得し、又は改良した場合には、課税

標準を４年度分２分の１とする。 

 

軽自動車税 

○被災代替自動車に係る自動車税・軽自動車税の非課税 

・大震災による災害により滅失・損壊した自動車に代わる自動車（被災代替自動車）に係る平成 

２３年度から平成２５年度までの各年度分の自動車税・軽自動車税を非課税とする。 


